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京都女子大学大学院発達教育学研究科博士後期課程研究紀要

【投稿規定】

1 ．本誌は，京都女子大学大学院発達教育学研究科博士後期課程の紀要として，年 1回発行する。

2．本誌は，本課程の領域に関する研究論文，研究報告，評論，書評，及び発達教育学研究科の教
育研究活動に関する情報，その他を掲載する。

3．本誌への投稿資格は次のとおりとする。
　⑴　京都女子大学大学院発達教育学研究科博士後期課程専任教員
　⑵　上記専任教員を論文の共著者とした研究分担者
　⑶　本課程の大学院生で指導教員または指導補助教員の承認を得た者
　⑷　本研究科の大学院研修者で指導教員の承認を得た者
　⑸　その他，本課程が特に認めた者

4．本誌に発表する論文等は，いずれも他に未発表なものに限る。他で審査中あるいは掲載予定と
なっているものは，二重投稿とみなし，本誌での発表を認めない。

5．論文等を本誌に掲載するにあたり，執筆者は他者の著作権等を尊重しなければならない。その
ために必要な手続きは，執筆者が自ら行うものとする。

6．本誌に掲載された論文等は，原則として全文またはその一部を電子化し，京都女子大学学術情
報リポジトリサーバあるいはその他のコンピューターネットワーク上で公開する。

7．この規定は，平成29年 4 月 1 日より施行する。
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